
 

墨 田 区 特 別 区 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例（案） 概 要 

 

項     目 改   正   案 現       行 施行期日 

 

１ 公的年金等所得者の

寡婦（寡夫）控除に係

る申告手続の簡略化 

 公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった

者が寡婦（寡夫）控除を受けようとする場合の申告

書の提出を不要とする。 
 
※ 平成２５年１月１日以降に支払われる公的年金等に係る所
得税の源泉徴収税額の計算における控除対象に寡婦（寡夫）
控除が加えられ、年金保険者（特別徴収義務者）が市町村に
提出する公的年金等支払報告書に寡婦（寡夫）の記載が追加
されたことによる。 

 公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった

者が寡婦（寡夫）控除を受けようとする場合は、申

告書を区長に提出しなければならない。 

平成２６年１月１日

（平成２６年度分か

ら適用） 

 

２ 退職所得の分離課税

に係る所得割の額の特

例の廃止 

 右記の特例を平成２４年１２月３１日までに支払

われる退職所得をもって廃止する。 

 退職所得の分離課税に係る所得割の税額は、当分

の間、算出税額から１０分の１に相当する金額を控

除した額とする。 

平成２５年１月１日 
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３ 東日本大震災に係る

被災居住用財産の敷地

に係る譲渡期限の延長

の特例の創設 

 居住用財産の買換えの特例等について、東日本大

震災により居住用住宅家屋が滅失した場合には、そ

の居住用家屋の敷地に係る譲渡期限を東日本大震災

があった日から７年を経過する日の属する年の１２

月３１日までの間に延長する。 

 
※ 東日本大震災以外による譲渡期限は、現行(３年)のとおり 

〔新設〕 
 
【居住用財産の買換えの特例等】 
 災害により家屋が滅失した居住用財産の敷地に係る譲渡
所得の特例 
１ 譲渡所得の特別控除 
居住用財産を譲渡した場合に課税譲渡所得の計算上、
３，０００万円を限度に譲渡所得から控除する。 
２ 長期譲渡所得の課税の特例 
居住用財産の譲渡年の１月１日現在で所有期間が１０
年超の場合、課税長期譲渡所得のうち６，０００万円ま
での部分に２．４％の軽減税率が適用される。 
３ 特定居住用財産の買換え等に係る長期譲渡所得の課税の特例 
居住用財産の譲渡年の１月１日現在で所有期間が１０
年超、かつ、譲渡年及びその前後各１年、合計３か年の
間に買い換えた居住用財産に居住した場合、譲渡金額が
買換資産取得価額より多いときは差額に対し課税され、
譲渡金額が買換資産取得価額以下のときは課税が繰り延
べになる。 

※ 災害のあった日から３年を経過する日の属する年の１２月３
１日までに譲渡した場合に適用 

公布の日 

区 民 文 教 委 員 会 

平成２４年６月２１日 



 

 

４ 東日本大震災に係る

住宅借入金等特別税額

控除の適用期間等の特

例 

 東日本大震災により居住用家屋を滅失等した者が、

住宅の再取得、増改築等をした場合において、所得

税における東日本大震災に係る住宅ローン控除の特

例の適用を受けたときは、右記の特例に加え、重複

して住宅借入金等特別税額控除の対象とする。 

 住宅借入金等特別税額控除の適用を受けていた住

宅が東日本大震災により居住の用に供することがで

きなくなった場合においても、控除対象期間の残り

の期間について、引き続き住宅借入金等特別税額控

除を適用することができる。 
 
【住宅借入金等特別税額控除】 
 所得税の住宅ローン控除の適用者について、所得税から
控除しきれなかった住宅ローン控除額を翌年度分の特別区
民税から控除する。 
 １ 対 象 者 平成２１年から平成２５年までに入居し

た者 
 ２ 控除期間 入居した年の翌年から１０年間 
 ３ 控 除 額 次のいずれか少ない額 
  ⑴ 所得税の住宅ローン控除可能額のうち所得税に

おいて控除しきれなかった額×５分の３ 
  ⑵ 所得税の課税総所得金額等の額×１００分の３

（上限額は、５．８５万円） 
 ４ 控除方法 税額控除 
 
 ※ 平成１１年から平成１８年までに入居した者に対する住
宅借入金等特別税額控除は、平成２０年度分から平成２８
年度分までの特別区民税に適用 

公布の日（平成２４年

度分から適用） 

 

５ 均等割の税率の特例

の創設 

 均等割の税率は、平成２６年度から平成３５年度

までの間、既定の額に５００円を加算した額とする。 

 

※ 年額３，５００円（３，０００円（既定の額）＋５００円） 

〔新設〕 

 

 

※ 年額３，０００円（既定の額） 

公布の日（平成２６年

度分から適用） 

特 

別 

区 

た 

ば 

こ 

税 

 
１ 税率の引上げ  都道府県から区市町村への税源移譲により、たば

こ税の税率を次のように引き上げる。 
 
 １，０００本につき５，２６２円（旧３級品以外） 
 
※ 旧３級品の製造たばこ（たばこ事業法附則第２条の規定に
よる廃止前の製造たばこ定価法（昭和４０年法律第１２２号）
第１条第１項に規定する紙巻たばこ３級品の当該廃止の時に
おける品目と同一である喫煙用の紙巻たばこ）については、
当分の間、１，０００本につき２，４９５円とする。 

 
 

 
 
 １，０００本につき４，６１８円（旧３級品以外） 
 
※ 旧３級品の製造たばこ（たばこ事業法附則第２条の規定に
よる廃止前の製造たばこ定価法（昭和４０年法律第１２２号）
第１条第１項に規定する紙巻たばこ３級品の当該廃止の時に
おける品目と同一である喫煙用の紙巻たばこ）については、
当分の間、１，０００本につき２，１９０円とする。 

 
平成２５年４月１日 

                


